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耐震性貯水槽の設置数

3基
3基

(四) 3基 (楠) 3基
7基
4基

　

-
-

（職） 47人 （団） 169人
49人 185人
55人 195人

指標の説明

行動目標　２－２

H14実績
H15実績
H16実績

○　任務に対する評価

H14実績
H15実績

大規模災害時支援要員の確保（職員ＯＢ，団員ＯＢ）

H17実績
H18目標

行政経営戦略プラン現況報告書
　

任務の成果・活動指標の推移

任務

災害による被害が少なくなる

市民が安全に暮らせるまちになる

平成16～18年度

（所管課名　　消防本部総務課）

大規模地震災害時に延焼棟数が少なくなる

基本目的　１

○地震等の大規模災害時、消火栓が使用不能となっ
た場合の消防用水利として活用するため、必要地域に
計画的に耐震性防火水槽を設置していく。
○四日市市消防支援隊等の活用を図り、設立から育
成段階に入った自主防災組織の活動を側面から支援
し、地域防災の充実強化を図る。
○三重県民四日市センター（旧北勢県民局）へ配備さ
れた起震車を有効に活用すると共に、熟練した操作員
の確保について検討していく。

これからの課題、施策等展開の方向性

これまでの取組と成果、手段の妥当性
平成１６～１７年度

○耐震性防火水槽４０ｔの設置（伊坂町・桜台）
○耐震性防火水槽の設置６０ｔ（西富田・楠町本郷）

平成１８年度

○市民の自助活動にあっては、自主防災組織の結成
を中心に行ってきたが、平成８年度からは、単独組織
の育成と並行して横の連携を一層堅固にするために
行政地区を単位とした「地区防災組織をづくり」に取り
組んできた。地域住民の積極的な取り組みもあり平成
１６年度末現在で既に１６地区で結成され、序々に地
域防災力の認知度は高まってきている。残る地区につ
いてもひととおり地区防災組織作りの説明を終え、いく
つか設立準備を進めているところである。（平成16年度
に防災対策課に所管替え）　　　　　○大規模災害時の
消防水利の確保（水利の二重化）を行うため、市街地、
準市街地を中心に耐震性貯水槽の設置を行った。
○既存の貯水槽においても大規模災害時の側壁崩
壊、水漏れ防止等をはかるため、簡易耐震化（ゴム引
き加工）を進め、機能維持に努めててきた。

大規模災害時の対応として、ハード面から、火災延焼
拡大を防止するために有効な耐震性貯水槽の設置
個数を指標化するとともに、ソフト面で災害時の消防
機能を維持・補完するために経験豊富な消防職/団
員ＯＢを組織化して人的強化を図るため指標に掲げ
た。
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